
育てた社員がライバルに！？競業のリスクを防ぐ方法
https://www.bizclip.ntt-west.co.jp

 

弁護士が語る！経営者が知っておきたい法律の話（第8回）

育てた社員がライバルに！？競業のリスクを防ぐ方法

2015.08.26

企業が独自に保有している情報や技術といった「営業秘密」が、他社の手にわたってしまってしまうことは、継続してビジネ
スを送っていくためには、絶対に避けたいところです。

この営業秘密が不当に持ち出される危険性については、本連載の第2回「『営業秘密』を不当に持ち出されてしまう前に」で
述べました。今回は、実際に営業秘密を持ち出しているかどうかには関係なく営業秘密流出の危機を防ぐことができる手段
「競業避止義務」について、詳しく考えてみましょう。

競業とは「営業上の競争をすること」を指します。具体的にいえば、従業員が自社と競合する企業に就職したり、自ら競合
する商売をする場合が「競業」に該当することになります。競業は、自社での従業員教育を無駄にし、場合によっては営業
秘密が自社以外で使われることにもなるため、競業された側の企業にとってマイナスにしかなりません。

この対策として、従業員が競業をしないことを約束する「競業避止義務」を課す必要があります。そうしなければ、企業は安
心して従業員教育をしたり、営業秘密を開示することができません。

では、従業員が退職した後に、競業避止義務を課すことができるのでしょうか。もしかしたら、「当然課すことができるだろう」
と思っている方もいるかもしれませんが、実はこの競業避止義務は、元従業員の自由な職業選択の自由（憲法22条1項）を
制限することになるため、簡単に認められるものではありません。

在職中の競業避止義務～懲戒処分の活用～

それではどんな場合に競業避止義務は認められるのでしょうか。

まず在職中の従業員は、特別な合意をするまでもなく、当然に競業避止義務を負っています。

先ほどふれたように、競業に従事することは、企業の競争力を減殺することにつながります。そのため、在職中の従業員は
、労働契約の付随的な義務として、競業避止義務を負うのです。

もっとも、無用な紛争を防ぎ、いざというときに懲戒処分を行うためには、あらかじめ就業規則で、競業禁止や競業の内容に
ついて明記をしておくことが重要です。

就業規則の定め方としては、競業避止義務を直接定める方法や兼業を禁止する方法があります。兼業禁止を定める場合、
競業以外の職種も禁止することができます。しかし、企業秩序に反するような場合、本来の労働に影響が出るような場合し
か禁止ができません。あまり縛りすぎると、従業員の私生活への不当な制約になってしまいます。… 続きを読む
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